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改訂にあたって  

 

日本水道協会の会員水道事業体による相互応援のルールは、兵庫県南部地

震における応援活動の教訓を活かす目的で平成８年に制定された「地震等緊

急時対応に関する報告書」を基に、新潟県中越地震や能登半島地震、新潟県

中越沖地震、岩手･宮城内陸地震等から得られた知見を踏まえて、平成20年

に「地震等緊急時対応の手引き」として改訂され、今日に至っている。 

平成23年３月に発生した「東日本大震災」は、マグニチュード9.0の巨大

地震「東北地方太平洋沖地震」を本震とする一連の地震、並びに、太平洋沿

岸で発生した巨大津波により、19都道県で約257万戸の断水が発生するなど、

かつて経験したことのない大きな災害となった。日本水道協会においても、

致命的ともいえる情報不足をはじめ、様々な困難に直面しながら、発災直後

から応援活動を展開した。その規模は、全国の550を超える水道事業者が関

与し、延べ約45,000人の事業体職員が現地に派遣されるなど、前例のない大

きなものであった。  

「地震等緊急時対応の手引き」に定められた応援ルールのもと、水道界全

体が一丸となった迅速かつ長期間にわたる応援活動は、各方面から高い評価

をいただいた。応援事業体、国や関係団体、企業など、全ての関係者のご努

力にお礼を申し上げるとともに、これまで、手引きの制改定に携わってきた

先人達に、改めて敬意を表する次第である。 

しかし、東日本大震災では、極めて広域的かつ甚大な被害が発生したため、

応援活動において課題が顕在化したのも事実である。例えば初動期において

は、広域にわたる通信手段の途絶や、応援体制の中心的役割を担う支部長都

市の被災などにより、情報連絡体制が十分機能しない大混乱の中で活動開始

を余儀なくされることとなった。また大地震に加え、津波や放射能による広

大な区域の被害は、応援活動の長期化を招き、応援体制の確保も問題となっ

た。 

こうした混乱の中、そして自らも被災する中、応急給水・応急復旧をやり

ぬいた被災事業体のご努力に改めて敬意を表したい。 

日本列島は地震の活動期に入り、東海・東南海・南海の三連動地震や首都



 

直下型地震などをはじめとする、巨大地震の発生リスクが高まっていると言

われている。水道界は、今後このような巨大地震による災害にも適切に対応

していかなければならず、そのためにも東日本大震災で得た教訓を踏まえて

現行の手引を改訂し、会員による相互応援の取組を一層充実させる必要があ

る。 

このような考えから、日本水道協会では、平成24年５月11日に「地震等緊

急時対応の手引き改訂特別調査委員会」を設置するとともに、緊急時におけ

る連絡調整や情報収集、応援活動の実務上の問題を検討するために「地震等

緊急時対応の実務に関する小委員会」を設置し、改訂に向けて検討を開始し

た。検討作業に先立ち、全国の支部や地区協議会に対して実施したアンケー

ト調査により、東日本大震災での応援活動における意見をいただいた。アン

ケート結果では、「手引」については有効に機能することが確認された一方

で、応援隊や事業体の連絡調整担当者の中には、手引きの内容を知らない職

員がおり、円滑な応援体制の構築に支障があったとの意見もあった。また、

初動開始時については、情報連絡の混乱を避ける努力や極力効率的に行う工

夫について、意見が寄せられたほか、応援活動についても、遠くから長期に

わたる応援を支える体制の検討を望む声が多かった。 

委員会の検討に当たっては、こうした意見を踏まえ、現行の「手引」を

基本とし、大規模災害を想定した広域にわたり長期的な応援について、被災

事業体と応援事業体の両方の立場から検討を行った。また、東日本大震災の

経験から得られた新たな知見について追記する一方で、時点修正が必要な部

分、より分かりやすくすべき部分等については、必要に応じ加筆・修正等を

行うこととした。 

今回の改訂の主なポイントは、次のとおりである。 

１．応援の広域化・長期化への対応 

①  広域災害時に必要となる中継水道事業体 

遠方からの応援隊の移動に際し、応援車両の待機場所や応援隊員の休

息場所等を提供するとともに、被災地の情報が明確でない場合に当面の

目的地となる「中継水道事業体」を定義。 

②  効率的な応援活動のための支援拠点水道事業体 

被災地の被害が甚大で、応援の長期化が避けられない場合や、被災地



 
に給水基地が確保できない場合等に、給水基地の提供や宿泊場所確保、

情報連絡補助等を担う「支援拠点水道事業体」を定義。 

２．初動期の混乱を減らす工夫 

③  情報連絡手段に関する記載を追加 

衛星電話連絡網や電子メールの活用による連絡の有効性を明記。 

④  広域災害時の初動時における各種連絡様式の充実 

情報連絡の混乱が予想される初動期において、必要な情報の連絡を効

率的に行う目的から、各種連絡様式を整理。 

⑤  手引きの意義･内容の理解徹底の重要性を明記 

強力な応援体制実現のため、水道事業体の職員が日頃から手引きの意

義と内容を理解し、災害時に備えて応援体制や受入体制の充実を図るこ

との重要性を、手引きの中でもあえて明記。 

３．現場実務を効率的・効果的にする工夫 

⑥  緊急時に活用する目的で現場実務対応編を作成 

緊急時に行うべき事項を確認できるよう、現場実務対応編を作成し、

混乱する中にあっても、被災事業体と応援事業体それぞれについてすべ

きことが、発災後時系列でわかるように工夫。 

⑦  各種記載事項の整理 

より解り易い内容とするため、巻頭に用語の定義の記載、広報活動を

平常時と緊急時とに分けて記載、応急給水及び応急復旧マニュアルと応

援活動の実施に関する内容の整理、段階に応じた活動の重要性の明記等

を行った。 

なお、委員会の中では、都市間の防災協定や、水道事業体同士が個別に結

んでいる相互応援協定等と、本手引きに定める応援事業体の関係についても

検討したが、震災の規模や被災状況を考慮せずにルールを定めるのは、逆に

臨機応変な応援活動の障害になることも否定できないことから、今回は個別

事業体同士の相互協定等の把握に努め、応援都市振り分けの判断材料とする

ことに留めた。 

また、東日本大震災における応援活動に大きな影響を与えた要素としては、

原子力発電所事故の放射能の問題があるが、国が公表している放射線防護の

線量の基準は、状況によって変動する数値として示されており、応援活動に

際しての安全性に関する評価が定まっているとは言い難いため、本手引では

添付資料で原子力発電所事故の影響を紹介することとして、本手引の本文で

の記載は見送ることとした。今後の原子力政策の動向を注視する必要がある。 

 

東日本大震災では、様々な分野において応援活動が行われたが、水道分野

では、日本水道協会を中心に会員が一丸となった応援活動が大きな役割を果



 

たし、水道一家の底力を世に示すこととなるともに、改めて現行の相互応援

体制の重要性が明らかとなった。 

今後も引き続きこの体制を維持、強化していく必要があるが、そのために

も、会員水道事業体においては、平常時から本手引きの意義や内容を職員等

に周知徹底するよう努められるとともに、会員相互の応援体制に積極的に関

与することの重要性を認識し、地震等緊急時における応援や受入の体制を充

実して頂ければ幸いである。 

終わりに、お忙しい中、今回の改訂に際して多大なご協力を頂いた特別調

査委員会と小委員会の委員及びオブザーバー、並びに事務局の皆さまに、感

謝を申し上げる。 

 

平成 25 年３月 27 日  

地震等緊急時対応の手引き改訂特別調査委員会  

委員長 東京都水道局総務部長 福 田 良 行  
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